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スタートアップのハブとして存在感を高めるシンガポール 

－政府・金融規制当局と大学のスタートアップ支援策－ 
 

北野 陽平 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. シンガポールは、近年スタートアップのハブとして存在感を高めており、ス

タートアップ・エコシステムのランキングでアジア首位となっている。シンガ

ポールのスタートアップ・エコシステムを支える要素として、質の高い人材

プール、良好なビジネス環境、豊富な投資家及び支援者が挙げられ、これらは

政府・金融規制当局の取り組みにより強化されている。 
2. シンガポール企業庁は 2017年、スタートアップ・エコシステム拡大に向けた取

り組みとして「スタートアップ SG」を開始した。スタートアップ SG の下で

は、スタートアップ向け補助金やメンターによる支援、ファンド運用会社の税

制優遇や政府系機関と第三者投資家の共同投資、スタートアップ支援者の費用

補助等のプログラムが提供されている。 
3. シンガポール金融管理局（MAS）は、ベンチャーキャピタル（VC）等を対象

とした規制枠組みの簡素化、資産運用委託プログラム、新たなファンド形態の

導入により、スタートアップ投資家を誘致してきた。また、MASは、金融セク

ターにおけるイノベーションを促進すべく、補助金制度を通じてフィンテッ

ク・スタートアップの事業機会の拡大を支援している。 
4. 起業家育成においては、大学も重要な役割を担っている。シンガポール国立大

学（NUS）が立ち上げた「NUS エンタープライズ」は、様々なイノベーション

及び起業家育成プログラムを提供し、ユニコーン企業を含む多くのスタート

アップを輩出してきた。日本の地方公共団体・大学・企業がスタートアップ支

援分野で NUS と協力・提携する動きも見られる。 
5. 日本政府は 2022 年 11 月、持続可能な経済社会の実現に向けた取り組みの一環

として、スタートアップ育成 5 か年計画を公表した。日本とシンガポールにお

けるスタートアップ・エコシステム拡大に向けた取り組みは共通点も多く、今

後、両国間の協力が進む可能性も考えられる。 
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Ⅰ スタートアップ・エコシステムでアジア首位のシンガポール 
 

アジアを代表する国際金融センターの 1 つであるシンガポールは、近年スタートアップ

のハブとして存在感を高めている。世界のスタートアップ・エコシステムを調査するス

タートアップブリンクが毎年発表するグローバル・スタートアップ・エコシステム指数ラ

ンキングにおいて、シンガポールは年々順位を上げており、2024年時点で世界 5位、アジ

ア首位に位置している1。同ランキングは、①スタートアップ、投資家、アクセラレー

ター2の社数等の定量スコア、②民間投資家によるスタートアップ投資状況や国際的なテ

クノロジー企業の開発拠点等の定性スコア、③インターネットの利用しやすさ、就労ビザ

の取得しやすさ、法人税率等のスタートアップのビジネス環境、の 3 指標に基づく。 

シンガポールは、総人口 600 万人未満の小国であるが、約 7 億人の人口を有する東南ア

ジア地域のハブとなっており、シンガポールに拠点を置くスタートアップは東南アジア各

国市場での事業展開を通じて各国の高い成長を取り込むことが可能である。シンガポール

企業庁（Enterprise Singapore）3に認識されているテクノロジー系スタートアップは 5,000

社超であり、人工知能（AI）、サービスとしてのソフトウェア（SaaS）、企業向けソ

リューション、情報技術（IT）、フィンテック等が主要分野となっている（図表 1）。 

図表 1 シンガポールにおけるスタートアップの主要分野と分野別企業数 

 
（注） 1. 2024 年 7 月 11 日にシンガポール企業庁のウェブサイトからデータを取得。 
                2. 複数の分野に該当する企業は、重複してカウントされている。 

（出所）シンガポール企業庁より野村資本市場研究所作成 

 

 

 
1  StartupBlink, “Global Startup Ecosystem Index 2024.” なお、シンガポールの順位は 2020 年時点で世界 16 位、アジ

ア 2 位であった。 
2  アクセラレーターとは、シード段階を過ぎたスタートアップの事業拡大に焦点を当てて比較的短期間の支援

を行う者やプログラムを指す。  
3  シンガポール企業庁は、貿易産業省傘下の政府機関であり、スタートアップを含む中小から大手までの地場

企業を支援する役割を担う。  
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シンガポールのスタートアップ・エコシステムを支える要素として、次の点が挙げられ

る。1 つ目に、質の高い人材プールである。都市別の人材競争力ランキングで、シンガ

ポールは世界 2 位である4。教育に関して、国内で最も評価の高いシンガポール国立大学

（NUS）は、大学ランキングで世界 8 位、アジア首位となっている5。また、国策として

バイリンガル教育が行われており、英語能力はアジア首位である6。2つ目は、良好なビジ

ネス環境である。シンガポールは、資金調達の行いやすさ、税制、労働市場の効率性、イ

ンフラ、政治の安定性等で高い評価を得ており、ビジネス環境ランキングで世界首位と

なっている7。3つ目は、豊富な投資家及びスタートアップ支援者である。シンガポールで

は、400 社超のベンチャーキャピタル（VC）、約 250 社のインキュベーター8及びアクセラ

レーターが活動している。スタートアップ・エコシステムを支えるこれらの要素は、後述

するシンガポール政府・金融規制当局の取り組みにより強化されている。また、起業家育

成においては、大学も重要な役割を担っている。 

本稿では、シンガポールのスタートアップ・エコシステム拡大に向けた政府・金融規制

当局や大学の取り組みを紹介し、日本とシンガポール間の協力について論考する。 

 

Ⅱ スタートアップ・エコシステム拡大に向けた政府の取り組み 
 

シンガポール企業庁は 2017 年、スタートアップのハブとしてのシンガポールの地位向

上に向けて、スタートアップ・エコシステムを拡大すべく、「スタートアップ SG」とい

う取り組みを開始した。スタートアップ SG の下では、スタートアップ、投資家、スター

トアップ支援者向けに様々なプログラムが提供されている（図表 2）。 

図表 2 スタートアップ SG の全体像 

 
（出所）シンガポール企業庁より野村資本市場研究所作成  

 
4  INSEAD , “The Global Talent Competitiveness Index 2023,” November 6, 2023. 
5  QS World University Rankings 2025. 
6  EF English Proficiency Index 2023. 
7  Economic Intelligence Unit, “Assessing the best countries for doing business,” March 2024. 
8  インキュベーターとは、起業間もないまたはシード以前の段階にあるスタートアップの事業アイデアを実現

し、成長を支援する者やプログラムを指す。 
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１．スタートアップ向けプログラム 

スタートアップ向けプログラムには、以下の通り、補助金、メンターによる支援、ワー

クスペースの提供、就労ビザの付与、海外での人材採用支援等が含まれる。 

 

１）スタートアップ SG ファウンダー 

スタートアップ SG ファウンダーは、スタートアップの起業家向けに補助金やメン

ターによる支援を提供するプログラムである。補助額は 2～5 万シンガポールドル9と

なっている。メンターによる支援には、プレゼンテーションの訓練、投資家や企業と

のネットワーキング機会の提供、管理・経理業務の支援等が含まれる。メンターは、

2024 年 4 月時点で 22 社である。 

スタートアップ SG ファウンダーの対象者は、全てのシンガポール国籍及び永住権

保持者である。申請企業は、①同一の事業アイデアに関して他の政府機関から補助金

を受けていない、②過去に同プログラムの補助金を受けたことがない、③発行済株式

の 51％以上がシンガポール国籍または永住権保持者により保有されている、④過去 6

か月以内にシンガポールで登記された非公開株式会社である、⑤受け取る補助金と同

額の払込済資本金を有する、⑥飲食店や人材紹介等の特定の事業に該当しない等の要

件を満たす必要がある。 

 

２）スタートアップ SG テック 

スタートアップ SG テックは、スタートアップが革新的な独自開発技術を商業化す

るために行う概念実証（proof of concept）や価値実証（proof of value）を補助するプ

ログラムである。概念実証とは新技術や新しいアイデアの有効性を検証すること、価

値実証とは他の事業・プロジェクトで用いられている既存の技術や実績のあるアイデ

アの有効性を検証することを指す。補助額は、概念実証プロジェクトが最大 25 万シ

ンガポールドル、価値実証プロジェクトが最大 50 万シンガポールドルである。 

スタートアップが補助金を受けるためには、企業、ソリューション、プロジェクト

の各レベルで要件を満たす必要がある。企業の要件は、①シンガポールでの登記から

10 年以内であり、かつ同国内で中核的な研究開発活動を行うこと、②シンガポール

国籍または永住権保持者の出資比率が 30％以上であること等である。ソリューショ

ンの要件は、①高い革新性を有すること、すなわち、既存市場を破壊して変革できる

または新たな市場を創造できる技術を伴うこと、②商業的に実現可能であること等で

ある。プロジェクトの要件は、先進製造・ロボティクス、生命医科学・ヘルスケア、

クリーン技術、情報通信技術（ICT）、精密工学、輸送エンジニアリング、食品科学

技術、アグリテック（農業技術）等のいずれかの分野に該当することである。 

 

 
9  2024 年 7 月 11 日時点の為替レートは 1 シンガポールドル＝118.3 円。 
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３）スタートアップ向けのその他プログラム 

スタートアップ向けの他の主なプログラムとして、以下のものが挙げられる。 

1 つ目は、「スタートアップ SG インフラストラクチャー」である。これは、ス

タートアップが事業拡大を通じて成長するためのワークスペース（仕事をする空間・

場所）を提供するプログラムである。スタートアップは、提供されたワークスペース

において、他の起業家、インキュベーター、VC 等との情報共有や協力が可能である。

2024 年 6 月現在、シンガポール国内の 3 拠点でワークスペースが提供されている。 

2 つ目は、「アントレ・パス」である。これは、革新的な技術を有するまたは VC

から出資を受けている海外の連続起業家やイノベーターを対象に、シンガポールで事

業を行うための就労ビザを付与するプログラムである10。当該ビザの有効期間は 1 年

間であるが、その後 2 年毎に更新可能となっている。 

3 つ目は、「グローバル・テック・タレント・アライアンス」である。これは、シ

ンガポールに拠点を置き海外進出を目指すスタートアップを対象に、現地でのテクノ

ロジー人材の採用を支援するプログラムである。対象国は、ベトナムとインドの 2 か

国となっている。スタートアップの人材採用を支援するサービス事業者は、2023 年

10 月時点でベトナム向けが 4 社、インド向けが 3 社である。 

 

２．投資家向けプログラム 

投資家向けプログラムには、以下の通り、適格なファンド運用会社を対象とする税制優

遇や政府系機関と第三者投資家の共同投資等が含まれる。 

 

１）スタートアップ SG インベスター 

スタートアップ SG インベスターは、スタートアップ等に活発に投資するファンド

及びその運用会社向けの税制優遇プログラムである。適格なファンドを対象とするベ

ンチャーキャピタル・ファンド・インセンティブ（VCFI）と、VCFI ファンド運用会

社向けインセンティブ（FMI）から構成される。 

VCFI では、株式や債券等への投資から生じるインカムゲイン及びキャピタルゲイ

ンに対する課税がファンドレベルで最長 15 年間免除される。ファンドの要件として、

①ファンド規模が 1,000 万シンガポールドル以上であること、②シンガポール国内で

の年間平均ファンド運営費用が 10万シンガポールドル以上になること、③5年以内ま

たは税制優遇適用期間のいずれか早い期間に、運用資産額の一定割合をシンガポール

に拠点を置く非上場企業に投資すること、が挙げられている。 

FMI では、VCFI スキームの下で承認されたファンドの運用会社を対象として、信

 
10 アントレ・パスは、スタートアップ向けプログラムの 1 つであると同時に、投資家向けプログラムの 1 つでも

ある。投資家向けでは、豊富な投資経験を有する海外投資家が対象となっている。 
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託報酬及び成功報酬に 5％の優遇税率が適用される11。税制優遇期間は 5 年間である

が、その後 5 年毎に延長可能である。ファンド運用会社が税制優遇を受けるためには、

①シンガポール国内でファンドを運用するための認可を取得している、②VCFI 承認

ファンドの運用額が 4,000 万シンガポールドル以上である、③投資専門家を 1 人追加

採用する、という要件を満たす必要がある。 

 

２）スタートアップ SG エクイティ 

スタートアップ SG エクイティは、革新的なテクノロジー系スタートアップへの投

資を促進するプログラムである。政府系機関と第三者投資家の共同投資と、VC ファ

ンドへの投資（ファンド・オブ・ファンズ）から構成される。 

第三者投資家との共同投資を行うのは、シンガポール企業庁の投資部門である

SEEDSキャピタルであり、ディープテック企業の支援に重点を置く政府系機関のSGイ

ノベートも第三者投資家との共同投資の運営に携わっている（図表 3）。SEEDS キャ

ピタルによる各スタートアップへの投資額は最大 800 万シンガポールドルとなって

いる。 

第三者投資家が SEEDS キャピタルと共同投資を行うためには、①スタートアップ

に付加価値を提供できる事業経験や技術的専門知識等を有し、スタートアップの成長

に貢献可能である、②共同投資を行う前に投資先スタートアップの株式を保有してい

ない、という要件を満たす必要がある。投資対象となるスタートアップの主な要件と

して、①シンガポールに拠点を置く設立 10 年以内の企業であること、②払込済資本金

が 5 万シンガポールドル以上であること、③テクノロジー関連商品・サービスを開発

または知的財産を所有すること等によりイノベーションを推進していること、④成長

性が高く国際的な事業展開の可能性を有すること、が挙げられている。 

図表 3 スタートアップ SG エクイティに携わる政府系機関の概要 

 
（出所）シンガポール企業庁より野村資本市場研究所作成 

 
11 シンガポールでは通常、ファンド運用会社の所得に対して 17％の法人税が課される。 

機関

・シンガポール企業庁の投資部門として、2001年に設立された。

・シンガポールを拠点として先駆的なソリューション開発を行うアーリーステージのテクノロジー系
スタートアップを投資対象とする。

・重点分野には、先進製造・エンジニアリング、健康・生物医学、都市ソリューション・サステナビリ
ティ、アグリテック、AI、ブロックチェーン、量子技術、スペーステック（宇宙技術）が含まれる。

・旧情報通信開発庁傘下のベンチャー投資部門インフォコム・インベストメンツを前身とする形で、
2016年にシンガポール政府100％出資会社として設立された。

・AI、量子技術、ロボティクス等のディープテック企業に投資する他、各種イベントの開催を通じて、
ディープテック人材の開発も行う。

・シンガポール経済開発庁（EDB）の投資部門として、1991年に設立された（設立当初はEDBイン
ベストメンツという名称）。

・シンガポール経済の将来の一翼を担う高成長のテクノロジー企業を投資対象とする。

・重点分野には、生物経済、グリーン経済、次世代ハードウェア、モビリティ、健康・ウェルネス、
デジタル経済が含まれる。

概要

SEEDS
キャピタル

SGイノベート

EDBI
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VC ファンドへの投資を行う政府系機関は、シンガポール経済開発庁（EDB）の投

資部門である EDBI である（前掲図表 3）。VC ファンドが EDBI から投資を受けるた

めには、①シンガポールに拠点を置くアーリーステージのディープテック・スタート

アップへの投資に強いコミットメントを有する、②堅牢な投資の意思決定プロセスを

確保するための十分な経験や専門知識を有する経営陣をシンガポール国内に配置して

いる、③ディープテック・スタートアップを対象とするアーリーステージ投資を主導

した経験を有し、プラスのリターンを獲得した実績がある、④投資先スタートアップ

の成長を促進するための強固な事業ネットワークを構築している、という要件を満た

すことが求められる。 

スタートアップ SG エクイティの下でパートナーとなっている VC ファンド運用会

社等は、2023 年 10 月時点で 62 社である。 

 

３．スタートアップ支援者向けプログラム 

スタートアップ支援者向けのプログラムとして、「スタートアップ SG アクセラレー

ター」が提供されている。本プログラムは、インキュベーターやアクセラレーターが成長

性の高いスタートアップを支援するための費用を補助するものである。補助対象には、①

スタートアップによる新たな商品・サービスの開発、資金調達、市場アクセスの改善を支

援するためのプログラム開発費用、②スタートアップに対して事業運営や技術面に関する

助言を行うメンターや専門家を採用するための費用、③従業員の給料を含む営業費用（一

部のみ）、が含まれる。 

スタートアップ支援者が補助を受けるためには、①シンガポールに拠点を置くスタート

アップを支援するために同国内で事業を行う、②長期的な収益モデルを構築している、③

経営陣が革新的なスタートアップを成長させるための十分な経験及び専門知識を有する、

という要件を満たす必要がある。 

このプログラムの下で補助を受けているスタートアップ支援者は、2024 年 3 月時点で

10 社である。これらの支援者は、シード前からレイトステージ段階のスタートアップを

カバーし、AI、ビッグデータ、フィンテック、ブロックチェーン、Web3.012、サステナビ

リティ、ヘルステック（健康技術）、メドテック（医療技術）、スペーステック（宇宙技

術）等、多岐にわたる分野を対象としている。 

 

Ⅲ スタートアップの資金調達を促進する金融規制当局 
 

シンガポールでは、金融規制当局もスタートアップの成長支援に取り組んでいる。シン

ガポール金融管理局（MAS）は、スタートアップに投資する VC 等の投資家誘致を通じて

 
12 Web3.0 とは、ブロックチェーン技術によって実現する分散型インターネットを指す。 
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スタートアップの資金調達を促進するとともに、フィンテック分野のスタートアップの事

業機会の拡大を支援している。 

 

１．VC 等の投資家誘致を通じたスタートアップの資金調達の促進 

MAS は、スタートアップの資金調達を促進すべく、VC 及びプライベート・エクイティ

（PE）ファンド運用会社を誘致している。これまでの主な取り組みとして、以下の点が

挙げられる。 

1つ目は、VCファンド運用会社に対する規制枠組みの簡素化である。MASは 2017年 10

月、一定の要件を満たす VC ファンド13の運用会社の認可プロセスを迅速化すべく、認可

要件の見直しを実施した。具体的には、従前、VC ファンド運用会社の取締役等はファン

ド運用に係る 5 年以上の経験が求められていたが、当該経験が不要となった（図表 4）。

また、VC ファンド運用会社は、伝統的な金融商品に投資するファンド運用会社に適用さ

れる資本金要件や事業行為規則も免除されるようになった。但し、VC ファンド運用会社

は、シンガポール証券先物法で規定されている取締役や従業員等の資質要件（fit and proper）

やマネー・ローンダリング対策の遵守等は従前通りに求められる。 

図表 4 シンガポールにおけるファンド運用会社の登録・認可制度 

 
（注） 1. 登録ファンド運用会社は財務リターンの報告頻度が年 1 回であるのに対し、認可ファンド運用会社は  

四半期毎の報告が求められる。 
2. A/I は Accredited investor（適格投資家）と Institutional investor（機関投資家）の頭文字を取ったもの。 
3. リテール認可ファンド運用会社は、集団投資スキーム（CIS）を運用する場合、最低 100 万シンガ

ポールドルの資本金が求められる。 
（出所）MAS より野村資本市場研究所作成 

 
13 VC ファンドの主な要件として、①コミット済み投資資金の 80％以上を設立 10 年以内のスタートアップが発

行する証券に投資すること、②適格投資家及び機関投資家にのみ提供されること、が挙げられる。なお、適
格投資家には、①純資産が 200 万シンガポールドル超、純金融資産が 100 万シンガポールドル超、または直近
12 か月間の所得が計 30 万シンガポールドル以上の個人、②純資産が 1,000 万シンガポールドル超の法人、が
含まれる。 

A/I リテール

対象投資家
適格投資家、
機関投資家

適格投資家、
機関投資家

（最大30人・社）

適格投資家、
機関投資家

一般個人投資家、
適格投資家、
機関投資家

資産運用額 制約なし
最大2.5億

シンガポールドル
制約なし 制約なし

所要資本金 要件なし
最低25万

シンガポールドル
最低25万

シンガポールドル
最低50万

シンガポールドル

取締役 最低2人

最低2人
（各人5年以上の
関連業務経験を
有する必要あり）

最低2人
（各人5年以上の
関連業務経験を
有する必要あり）

最低2人
（各人5年以上の
関連業務経験を
有する必要あり）

専門家／代表者 最低2人

最低2人
（各人5年以上の
関連業務経験を
有する必要あり）

最低2人
（各人5年以上の
関連業務経験を
有する必要あり）

最低3人
（各人5年以上の
関連業務経験を
有する必要あり）

登録ファンド運用会社VCファンド運用会社
認可ファンド運用会社
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2 つ目は、PE ファンド運用会社向けの資産運用委託プログラムの導入である。MAS は

2018 年 11 月、シンガポールに拠点を置く既存の PE ファンド運用会社の競争力強化及び新

たな運用会社の誘致を目的として、「プライベート市場プログラム」の開始を発表した14。

MAS は、同プログラムの下で、シンガポールにおいて事業を強化する、または新たに拠

点を設立する PE ファンド運用会社を対象に、合計で最大 50 億米ドルの資産運用を委託す

ることとした。その後、MASは 2022年 9月、運用委託額を最大 60億米ドルに増額し、プ

ライベート・クレジット・ファンドの運用会社も対象にすることを発表した15。 

3 つ目は、新たな会社形態のファンドである変動資本会社（VCC）の導入である16。

MAS及びシンガポール会計企業規制庁（ACRA）は 2020年 1月、シンガポールをグローバ

ルの資産運用ハブにする目標に向けて、VCC の枠組みを開始した。背景には、シンガポー

ルで運用され、投資家に提供されるファンドの多くがケイマン諸島やルクセンブルク等の

グローバル・ファンド・センターに籍が置かれてきたことがある。VCC の導入により、

シンガポール籍ファンドの増加を通じて、資産運用業界のエコシステムを発展させること

が目指された。VCC は、柔軟性や効率性が高く、VC・PE ファンドを含む様々な種類の

ファンドに利用可能である。ACRAに登録している VCCは 2023年 10月時点で 969あり、

そのうちの 40％が VC・PE投資向けとなっている。 

MAS による VC・PE ファンド運用会社の誘致策の効果もあり、シンガポールに拠点を

置く VC・PE ファンド運用会社は増加傾向にあり、VC・PE 投資残高も右肩上がりに拡大

してきた（図表 5）。 

図表 5 シンガポールにおける VC・PE 投資残高の推移 

 
（出所）MAS より野村資本市場研究所作成 

 

 

 
14 同プログラムの PE ファンド運用会社には、インフラファンド運用会社も含まれる。 
15 MAS は、同プログラムの下で資産運用を委託したファンド運用会社名を公表していない。 
16 VCC の詳細は、北野陽平「新たなファンド形態の導入でさらなる発展が期待されるシンガポールの資産運用

業界」『野村資本市場クォータリー』2020 年秋号参照。 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（億シンガポールドル）

（年末）



スタートアップのハブとして存在感を高めるシンガポール －政府・金融規制当局と大学のスタートアップ支援策－ 

 

 61 

２．フィンテック・スタートアップの事業機会の拡大支援 

MAS は、シンガポールの金融セクターにおけるイノベーションを促進すべく、フィン

テック分野のスタートアップの事業機会の拡大も支援している。MAS は 2015 年 6 月、ス

マート金融センター17の実現に向けて、金融セクターにおける活気あるイノベーション・

エコシステムを創出すべく、金融機関及びスタートアップを含むフィンテック企業向けの

補助金制度である「金融セクター・テクノロジー＆イノベーション（FSTI）」スキーム

を導入し、2020 年までの 5 年間で計 2.25 億シンガポールドルの補助金を拠出することを

発表した。MASによると、FSTIスキームは、当該5年間で計200社超の金融機関及びフィ

ンテック企業に利用され、発展初期段階にある国内フィンテック業界の活性化に重要な役

割を果たしたとされる。 

続いて、MAS は 2020 年 8 月、テクノロジー及びイノベーション主導による金融セク

ターの成長を加速させるべく、FSTI スキームの第 2 弾として FSTI 2.0 を開始し、2023 年

までの 3 年間で計 2.5 億シンガポールドルの補助金を拠出することを発表した。FSTI 2.0

では、フィンテック分野の人材プール強化や AI・データアナリティクスのプロジェクト

推進等に重点が置かれた。 

その後、MAS は 2023 年 8 月、先端技術を用いたプロジェクトの支援を通じたイノベー

ションの加速及び金融セクターにおける活気あるテクノロジー・エコシステムを促進する

コミットメントを強化すべく、FSTI スキームの第 3 弾として FSTI 3.0 を開始し、2026 年 3

月までに計 1.5 億シンガポールドルの補助金を拠出することを発表した。FSTI 3.0 におけ

る補助対象分野として、中核的研究拠点（centre of excellence）、業界全体の技術的インフ

ラ、イノベーション加速、AI・データアナリティクス、レグテック、環境・社会・ガバ

ナンス（ESG）フィンテックが挙げられている（図表 6）。 

他にも、MAS は、金融商品・サービスを提供するための技術的イノベーションの実験

を可能にする枠組みである「フィンテック・レギュラトリー・サンドボックス」18の運用

を通じて、フィンテック・スタートアップの事業機会の拡大を支援してきた。 

MAS は、こうした取り組みを通じて、フィンテック・スタートアップの増加・成長の

促進を図ってきた。シンガポールは、世界の都市別フィンテック指数ランキング19で、

ニューヨーク、ロンドン、サンフランシスコに次いで 4 位に位置し、アジアを代表する

フィンテック・ハブとしての地位を確立している。 

 

 
17 スマート金融センターの詳細は、 北野陽平「スマート金融センターを目指して FinTech の振興に積極的に取り

組むシンガポール」『野村資本市場クォータリー』2016 年夏号参照。 
18 MAS は、2016 年にフィンテック・レギュラトリー・サンドボックスを導入し、その後、より効率的・効果的

な運用を目指して、2019 年に「サンドボックス・エクスプレス」、2022 年に「サンドボックス・プラス」を

導入した。 
19 Savills Singapore, “New York, London, San Francisco and Singapore rank top four on Savills’ fintech index,” September 

26, 2023. 
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図表 6 FSTI 3.0 における補助対象分野の概要  

 
（出所）MAS より野村資本市場研究所作成 

 

Ⅳ 起業家育成において重要な役割を担う大学 
 

１．起業家育成に積極的に取り組む NUS 

シンガポールにおける起業家育成においては、大学も重要な役割を担っている。その中

で、特に積極的に起業家育成に取り組んでいると見られるのは NUS である。NUS は 2001

年、イノベーション及び起業家育成プログラムを提供する「NUS エンタープライズ」を

立ち上げた。NUS エンタープライズは、技術移転、学術、エコシステム開発の各分野で

様々な取り組みやプログラムを推進している（図表 7）。そのうち、注目されるのは、①

NUS オーバーシーズ・カレッジズ（NOC）、②NUS グラデュエート・リサーチ・イノ

ベーション・プログラム（GRIP）、③スタートアップ向けインキュベーション施設のブ

ロック 71 である。 

NOC では、将来の起業家を育成するために、3～12 か月間にわたって、授業、インター 

分野

・革新的なアイデアの実験やソリューションの提供を目的としてシンガポールで中核的
研究拠点を設立する金融機関、コーポレート・ベンチャーキャピタル、グローバルテクノ
ロジー企業を誘致することが目的

・適格費用の最大50％を補助（オフィス賃料は25万シンガポールドルが上限）

・補助期間は最長24か月

・金融セクターにおける効率性及び生産性の向上に資する業界全体の技術的インフラを
開発することが目的

・シンガポールに拠点を置く金融機関、業界団体、ソリューション事業者が対象

・適格費用の最大50％を補助

・補助期間は最長24か月

・金融セクターにおける発展初期段階にある革新的な技術の実験・開発・普及を支援する
ことが目的

・MASに規制された金融機関、テクノロジー企業、ソリューション事業者が対象

・適格費用の最大50％を補助（40万シンガポールドルが上限）

・補助期間は最長18か月

・金融セクターにおけるAI・データアナリティクスの採用を促進し、そのエコシステムを強化
することが目的

・シンガポールに拠点を置く小規模な金融機関（人員200人以下）、シンガポール・フィン
テック協会に登録されたフィンテック企業、業界団体が対象

・適格費用の最大30％を補助（50万シンガポールドルが上限）

・金融機関が技術的ソリューションを通じてリスク管理やコンプライアンス機能の効率性を
向上させることが目的

・シンガポールに拠点を置く小規模な金融機関（人員200人以下）が対象

・適格費用の最大30％を補助（10万シンガポールドルが上限）

・補助期間は最長18か月

・金融セクターにおけるESG関連の技術的ソリューションの採用を促進することが目的

・シンガポールに拠点を置く金融機関が対象

・適格費用の最大50％を補助（50万シンガポールドルが上限）

・補助期間は最長18か月

概要

中核的研究拠点

業界全体の
技術的インフラ

ESGフィンテック

イノベーション
加速

AI・データ
アナリティクス

レグテック
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図表 7 NUS エンタープライズの全体像 

 
（出所）NUS エンタープライズより野村資本市場研究所作成 

 

ン制度、プレゼンテーション訓練、卒業生による支援等が提供される。NOC は、起業家

が集積する世界 20 都市以上に拠点を設置しており、生徒は海外拠点で起業家育成プログ

ラムを受けることも可能である。NOC の卒業生により設立されたスタートアップは計

1,000 社超となっている。 

GRIP は、NUS の大学院生、研究員、卒業生が、研究成果を革新的な高成長のディープ

テック・スタートアップへと変革させるための 12 か月間のスタートアップ創出プログラ

ムである。スタートアップの起業家は、GRIP の下で、最大 25 万シンガポールドルの資金

提供を受けることが可能である。対象分野は限定されていないが、これまでに創出された

150 社超のスタートアップの分野を見ると、スマートシティ、ICT、Web3.0、インダスト

リー4.0、スペーステック、マイクロエレクトロニクス、環境ソリューション、食品・農業、

健康等が含まれる20。 

ブロック 71 は、コワーキングスペースやイベントスペースを提供するとともに、有望な

スタートアップを投資家、企業、行政機関等とつなぐイベントやプログラムを実施する。

ブロック 71 は、世界 9 都市に設置されており、マイクロソフトやグーグル等を主要パー

トナー企業としている。ブロック 71 は、2011 年に開始されて以降、計 1,100 社超のテク

ノロジー系スタートアップを支援してきた実績があり、ユニコーン企業（企業価値評価額

が 10 億米ドル以上の非上場スタートアップ）も輩出してきた。ブロック 71 が輩出したユ

ニコーン企業として、例えば、特許検索・戦略サービスを企業向けに提供するパットス

ナップや、フリーマーケット・プラットフォームを運営するカルーセルが挙げられる。 

 

２．NUS と日本の地方公共団体・大学・企業の協力・提携 

NUS が起業家育成に取り組む大学として国際的に存在感を高めつつある中、日本の地方

公共団体・大学・企業がスタートアップ支援分野で NUS と協力・提携する動きが見られる。 

 
20 インダストリー4.0（第 4 次産業革命）とは IT 技術を取り入れた製造業の改革、マイクロエレクトロニクスと

は半導体電子素子等の超微細化に関する技術を指す。 

NUSエンタープライズ

技術移転

知的財産管理

商業化

学術 エコシステム開発

NUSオーバーシーズ
カレッジズ

起業家精神養成
夏季プログラム

起業家精神養成
冬季プログラム

ベンチャー創出
修士プログラム

グラデュエート・リサーチ・
イノベーション・プログラム

ブロック71

ザ・ハンガー

ピア71

・
・
・
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１）愛知県 

愛知県は、2016 年に NUS と交流を開始し、2018 年 8 月に科学技術分野における包

括的な連携協力の推進を目的とした覚書に署名した。2018 年 10 月に策定した愛知ス

タートアップ戦略21に基づいてスタートアップ・エコシステムの形成に向けた取り組

みを開始し、2019 年 9 月には NUS との覚書に定める協力の範囲として、スタート

アップ支援分野を追加した。その後、NUS との 5 年間の協力を経て、2023 年 9 月に

スタートアップ支援分野を含む新たな覚書に署名した。 

愛知県と NUS の覚書に基づくこれまでの協力内容には、①NUS エンタープライズ

等が開催する事業展開支援プログラムへの愛知県企業の派遣を通じた東南アジア市場

への事業展開の支援、②NUS エンタープライズが開催するオンライン・ピッチイベ

ントに参加する海外スタートアップとの協業に向けた意見交換機会の提供、③NUS

エンタープライズの起業家精神養成プログラムへの愛知県内大学（院）生の派遣等が

含まれる。 

 

２）名古屋大学 

名古屋大学は、2023 年 6 月にシンガポールで開催されたアジア最大級のイベント

（アジア・テック 2023）で、NUS エンタープライズから招待を受けて、愛知県と共

同ブースを設置した。そこでは、同大発スタートアップ 16 社が出展した。続いて、

名古屋大学は同年 7 月、NUS エンタープライズが運営するブロック 71 にシンガポー

ルオフィス準備室を開設した。 

その後、名古屋大学は 2023 年 9 月、NUS との大学間学術交流協定及び学生交流協

定を更新し、NOC 名古屋を開講した。NOC 名古屋プログラムは、NUS 博士課程の学

生に日本でのインターンシップを提供する最初の NOC 拠点となった。同年 11 月、

NOC を含む NUS エンタープライズのプログラムに名古屋大学の学生を参加させる予

定であることを発表した。 

 

３）東日本旅客鉄道 

東日本旅客鉄道（以下、JR 東日本）は 2023 年 9 月、ブロック 71 に集積する海外ス

タートアップと、協業によるイノベーション創出を目指す日本企業を対象とした事業

支援プログラムを NUS エンタープライズと共同で開催した。また、JR 東日本は同月、

スタートアップの海外進出やさらなる国際交流機会の創出を目的として、NUS との

協力覚書に署名した。同覚書に基づく協力分野として、①日本とシンガポール両国で

のスタートアップ・エコシステムの構築とスタートアップの海外進出支援、②国際交

 
21 同戦略の方向性として、①スタートアップ創出・育成・展開・誘致を柱とする地域総合戦略の策定、② 「モ

ノづくり融合型」の愛知県独自のスタートアップ・エコシステムの形成、③モノづくり企業・最先端技術と

スタートアップ・最先端ビジネスモデルとの融合、④スタートアップ成功体験の地域内での共有化、⑤革新

的イノベーションによる社会的課題解決の推進、⑥事業承継・第二創業等を機会とする新ビジネス展開の促

進、が挙げられている。 
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流拠点として開発が進められている「高輪ゲートウェイシティ」におけるイノベー

ションと起業の拠点整備、③スタートアップの技術や様々な課題解決に向けた実証実

験の機会の創出、が挙げられている。 

その後、JR 東日本は 2024 年 2 月、東南アジア地域を中心とするスタートアップへ

の出資と同社との協業推進を行うコーポレート・ベンチャーキャピタルをシンガポー

ルに設立することを発表した。ブロック 71 等が有するスタートアップのネットワー

クへの参画及びスタートアップへの出資を通じて、日本とシンガポール両国における

スタートアップ・エコシステムの拡大に取り組む方針である。 

 

Ⅴ 日本とシンガポール間の協力が一層進む可能性 
 

シンガポールは、スタートアップのハブとしての地位向上を目指しており、シンガポー

ル企業庁によるスタートアップ SG、MAS による VC 誘致及びフィンテック・スタート

アップの支援、大学による起業家育成の取り組み等を通じて、スタートアップ・エコシス

テムを着実に拡大させてきた。 

翻って、日本においても、持続可能な経済社会の実現に向けた取り組みの一環として、ス

タートアップ育成の重要性が認識されている。日本政府は2022年11月、スタートアップ育成

5 か年計画を公表し、2027 年度にスタートアップへの投資額を 10 兆円規模へと増加させると

ともに、将来的にスタートアップを 10 万社、ユニコーン企業を 100 社創出することにより、

アジア最大のスタートアップ・ハブになる目標を示した。当該目標に向けて、①スタート

アップ創出に向けた人材・ネットワークの構築、②スタートアップのための資金供給の強化

と出口戦略の多様化、③オープンイノベーションの推進、という 3 本柱が掲げられている。

しかし、前述のグローバル・スタートアップ・エコシステム指数ランキングにおいて、日本

は 2020 年以降、世界 20 位前後で推移し、2024 年時点で同 21 位となっており、まだ評価の向

上にはつながっていない22。 

そうした中、近年、NUS が架け橋となる形で、日本とシンガポール間でスタートアップ支

援分野における協力・提携が活発化しつつある。両国におけるスタートアップ・エコシステ

ム拡大に向けた取り組みとして、スタートアップに対する補助金、海外展開の支援、VC等の

スタートアップ投資家やインキュベーター／アクセラレーター等のスタートアップ支援者の

誘致、大学によるスタートアップ創出等、共通点は多い。今後、日本が中長期的な観点でア

ジア最大のスタートアップ・ハブになる目標に向けてスタートアップ育成を強化していく中

で、日本とシンガポール間の協力が一層進む可能性もあると考えられる。 

 

 

 

 
22 前掲脚注 1 参照。  


